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この事業は、奨学金を利用して保育士資格又は幼稚園教諭免許（以下「保育

士資格等」という。）を取得し、市内の私立保育所・認定こども園（以下「私

立保育所等」という。）に就職後保育業務に専従する者として一定の期間勤続

する保育士及び保育教諭等（以下「保育士等」という。）がその奨学金を返済

するために要した費用の一部について、勤務する市内の私立保育所等の設置者

（以下「設置者」という。）が奨学金返済支援金として支給する事業に対し、

その要した経費を補助することで、私立保育所等への就職を広く促し、保育の

提供に関わる人材の確保や職場定着及び離職防止を図り、待機児童の解消を目

指すことを目的としています。 

１ 対象 

補助対象者 

次のすべての要件に該当する設置者を対象とします。 

⑴ 市内の私立保育所等の設置者であること。 

⑵ 奨学金を利用して保育士資格等を取得し、その奨学金を返済中である保

育士等を雇用し、その返済支援のために支給することを定めた社内規程、

就業規則又は給与規程等（以下「規程等」という。）に基づいて、対象とな

る保育士等へ奨学金返済支援金を支給していること。 

対象となる保育士等（対象保育士等） 

次のすべての要件に該当する保育士等を対象とします。 

⑴ 指定保育士養成施設で就学中に、本人の名義で借り受けた奨学金を利用

して保育士資格等を取得し、自ら奨学金を返済していること。 

⑵ 以下の①②のいずれかに該当する者 

①  令和２年４月１日以降に市内の私立保育所等に保育士等として直接採

用され、継続して勤務する者で、採用日から過去１年以内において、交

付申請日現在勤務中の私立保育所等の設置者以外の者が設置する市内の

認可私立保育所等（公立含む）での保育士等としての勤務履歴がない者。 

② 事業開始日（令和２年４月１日）前から市内の私立保育所等に勤務し

ている保育業務に専従する保育士等で、補助対象者（設置者）に採用さ

れた日の属する年度の初日（４/１）から起算して勤続年数が７年未満で

ある者。 

⑶ 設置者に直接雇用され、その雇用契約において、労働時間が一日につき

６時間以上かつ一月につき２０日以上（それと同等の勤務条件であると市

長が特に認める場合を含む。）と定められていること。  
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⑷ 交付申請日において保育士等として勤務する市内の私立保育所等（当該

私立保育所等の設置者が市内に設置する他の保育所等を含む。）に、当該

年度の３月末日まで保育士等として継続して勤務する者で、翌年度以後も

継続して勤務する意思があること。 

⑸ 過去に本制度（前年度から引き続き対象となっている者を除く。）や、

他の奨学金を対象とした類似の補助を受けていないこと。 

対象となる奨学金 

⑴ 日本学生支援機構奨学金 

⑵ 交通遺児育英会奨学金 

⑶ あしなが育英会奨学金 

⑷ 社会福祉協議会の生活福祉資金貸付制度における教育支援資金（教育支

援費及び就学支度金) 

⑸ 母子父子寡婦福祉資金(修学資金及び就学支度資金) 

⑹ その他国又は地方公共団体等により無利子又は低廉な利率で貸付されて

いる資金で、市長が⑴から⑸までに規定する奨学金に準ずると認めたもの 

※ 保育士資格等を取得するために利用した奨学金のみ対象 

※ 給付型の奨学金や教育ローンは対象外 

 

２ 補助金額 

補助対象経費 

補助対象者（設置者）が、雇用する対象保育士等に対して、その奨学金の返

済を支援するために支給することを定めた規程等に基づいて支給する奨学金

返済支援金 

補助金額の算定方法 

以下の①②のうちいずれか少ない方の額 

ただし、対象保育士等 1 人につき、当該対象保育士に係る補助対象期間の月

数×７千円を上限）とする 

① 対象保育士等が奨学金返済のために当該年度中に支出した総額＊１の２

分の１に相当する額＊2で、対象保育士等が複数人の場合はその合計額 

＊1 返済が遅れたことによる遅延利息に相当する額は含めない 

＊2 千円未満の端数は切り捨て 

② 対象保育士等１人につき、補助対象者（設置者）が奨学金返済支援金

として支出した額  

 

補助対象期間 

①  令和２年４月１日以降に採用された保育士等 

補助対象保育士等が対象となる要件を全て満たした月から起算して７年間 
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② 事業開始日（令和２年４月１日）前から保育業務に専従する保育士等 

採用された年度の４月１日から７年間のうち、事業開始日（令和２年４月

１日）以後の期間 

■参考：補助対象期間一覧表 

採用年度 補助対象期間 補助対象年数

（残り） 

平成 30年度 令和６年度末まで ‐ 

令和元年度 令和７年度末まで １年間 

令和２年度 令和２年度の採用日（該当月）から ２年間 * 

令和３年度 令和３年度の採用日（該当月）から ３年間 * 

令和４年度 令和４年度の採用日（該当月）から ４年間 *  

令和５年度 令和５年度の採用日（該当月）から ５年間 * 

令和６年度 令和６年度の採用日（該当月）から ６年間 * 

令和７年度 令和７年度の採用日（該当月）から ７年間 * 

例 1）令和元年度中に採用された保育士等は、R2.4～R8.3まで 

   例 2）R2.10.1に採用された保育士等は、R2.10～R9.9まで 

   例 3）R7.4.1に採用され R7.10から返済開始となる保育士等は、R7.10～R14.9まで 

＊ いずれも年度始め（４月１日）の採用かつ採用時点で返済を開始されている方の補

助対象年数（残りの年数）を参考として記載しています。年度途中採用や、新卒で

年度途中から返済を開始されている方についての補助対象年数（残りの年数）とは

異なりますのでご留意ください。（例：令和２年４月１日新卒採用、同年１０月から

返済開始の対象者の場合は、残り２年と半年間が対象期間となります。） 

 

３ 申請手続 ※様式はホームページからダウンロードいただけます。 

提出書類 ※年度ごとに申請が必要です。 

⑴ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金交付申請書（様式第１号） 

⑵ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金交付申請明細書（様式第２号） 

⑶ 収支予算書（様式３号） 

⑷ 奨学金返済計画書（様式第４号） 

⑸ 雇用証明書（様式第５号） 

⑹ 経歴書（様式第６号） 

⑺ 奨学金の貸与及び返済計画を証する書類 ★2参照 

⑻ 保育士登録証または幼稚園教諭免許状の写し（両方ある場合は双方） 

⑼ 健康保険被保険者証の写し（雇用期間が限定されている場合のみ） 

⑽ 社内規程、就業規則、給与規程その他奨学金返済支援金の支給に係る 

規定を確認することができるもの 

※ 令和２年度以降に採用された対象保育士が初年度申請を行う場合で、採用から過

去１年以内に勤務履歴がある場合は、別に指定する「在職証明書」（前勤務先が証明

するもの）を必ず添付してください。複数ある場合は全ての勤務先について提出が
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必要です。 

※ 補助対象者との雇用契約の期間に限りがある常勤的非常勤保育士等の場合は、⑽

「健康保険被保険者証（氏名、事業所名称、資格取得年月日の記載があるもの）」の

写しを必ず添付してください。 

※ その他、必要書類の提出を求めることがあります。 

★1（次年度以降）継続者の申請書類について 

  年度ごとに申請が必要です。 

  【必ず添付が必要な書類】  

⑷ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業実施計画書（様式第４号） 

⑸ 雇用証明書（様式第５号） 

⑺ 奨学金の返済計画を証する書類 

   【変更がある場合添付が必要な書類】 

⑻ 保育士登録証または幼稚園教諭免許状の写し（両方ある場合は双方） 

⑼ 健康保険被保険者証の写し（雇用期間が限定されている場合のみ） 

 

★2奨学金の貸与や返済計画を証する書類について 

   以下の A～Cのいずれかの書類を提出してください。 

A）スカラネット・パーソナルから発行した書類 

 ＜日本学生支援機構の奨学金貸与を受けている方＞ 

   【初年度】   ・奨学金貸与証明書（スカラネットパーソナルから申請） 

          ・スカラネット・パーソナル「個人情報」ページ 

          ・スカラネット・パーソナル「詳細情報」のページ 

  【次年度以降】 ・スカラネット・パーソナル「個人情報」ページ 

          ・スカラネット・パーソナル「詳細情報」のページ 

B）奨学金貸与証明書（様式第７号）… 貸与機関に所定の様式がない場合 

C）・奨学金貸与証明書（貸与機関の所定の様式） 

  ・奨学金の返還計画がわかる書類（返還条件等通知の写し等）…FAQ（Q36 参照） 

※実施計画書（第４号）に記載した内容の根拠となる書類を添付してください。 

 

提出時期 

【初年度】 

 ▷ 要件に該当した日の月末まで（要件に該当した日が４月１日～５月 31日の

場合は、６月末日まで） 

【次年度以降】 

 ▷ 各年度の６月末日まで 

※提出時期を過ぎて提出された場合、補助対象期間は申請書等を提出した日

の属する月の初日から開始します。 
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提出先 

姫路市こども未来局 教育保育部 幼保連携政策課 

〒670-8501 姫路市安田四丁目１番地   

TEL：079-221-2738 ／ FAX：079-221-2988 

 

４ 交付決定 

提出された申請書の審査を行い、補助金の交付の可否を決定し通知します。 

※交付決定を受けた補助対象保育士が退職した場合など、申請内容に変更ま

たは中止が生じた場合は、速やかに報告してください。（「姫路市保育士等

奨学金返済支援事業補助金変更・中止承認申請書（様式第１０号）」の提

出が必要です。様式はホームページからダウンロードいただけます。） 

 

５ 実績報告 

補助金の交付決定を受けた年度末ごと、または事業の終了後すみやかに実績

報告をしてください。 

提出書類 

⑴ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金実績報告書（様式第１２号） 

⑵ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金実績報告明細書（様式第１３号） 

⑶ 収支決算書（様式第１４号） 

⑷ 奨学金返済状況報告書（様式第１５号） 

⑸ 奨学金の返済を証明する書類 ※下記参照 

⑹ 当該年度における対象保育士の給与明細書若しくは給与台帳等の写し

（奨学金返済支援金の支給月に係るもの）または、当該年度における奨

学金返済支援金の領収書 

⑺ 奨学金返済支援金給付状況報告書（追加様式） 

※ ⑷については、必ず交付決定者による証明を行ってください。 

※ その他、必要書類の提出を求めることがあります。 

 

★奨学金の返済を証明する書類について 

 以下の A～Cのいずれかの書類を提出してください。 

A）スカラネット・パーソナルから発行した書類 

＜日本学生支援機構の奨学金貸与を受けている方＞ 

・奨学金返還額証明書（４月～２月返還分） 

・奨学金返還証明書 

・対象保育士等本人名義の奨学金引落口座の通帳のコピー（３月分） 

  ※ ①銀行名・支店名・口座番号・口座名義の記載されている頁 

    ②奨学金返済の引落としがわかる頁   の 2部を提出ください。 

スカラネット・パーソナルから申請 
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B）奨学金返済証明書（様式第 16号）… 貸与機関に所定の様式がない場合 

C）奨学金返済証明書（貸与機関の所定の様式） 

※返済状況報告書（第 15号）に記載した内容の根拠となる書類を添付してください。 

 

提出時期 

事業完了日または終了日の属する年度の翌年度４月中の指定する期日まで 

（提出時期及び締切りについては申請のあった施設宛てに別途ご案内します。） 

 

６ 補助金の請求 ※様式はホームページからダウンロードいただけます。 

実績報告の内容を審査し補助金額の確定後、請求書を提出いただきます。 

提出書類 

⑴  姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金交付請求書（様式第１８号） 

⑵ 姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金交付可否決定通知書の写し 

※変更・中止承認を受けた場合または確定通知を受けた場合は、当該通

知書の写し（様式第１１号）） 

提出時期 

事業完了日または終了日の属する年度の翌年度４月中の指定する期日まで 

 

７ 支払い 

補助金支払い 

請求書提出後すみやかに指定口座へ支払います。 

 

８ その他 

 ひめじ創生奨学金返還支援制度の内容につきましては、姫路市高等教育室

（221-2596）までお問い合わせください。 

※姫路市保育士等奨学金返済支援事業補助金を受給している場合は対象にな

りません。また、勤務先の法人種別、本店の所在地、本人の居住履歴など、

様々な要件がありますので、申請を検討される場合は事前に高等教育室にご確

認ください。 


